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1. はじめに 

 近年技術の進歩に伴い様々な防災情報伝達の手段が考

えられている。従来ではテレビやラジオ、防災無線での

情報伝達を行っていたが、L-アラートや V-Low マルチ

メディアなどの考案により様々な手段でより多くの人に

防災情報を伝達することが出来るようになっている。 

 しかし、以前より片田、児玉ら 1)は、実際には災害時

に防災情報を得ることができても避難行動を取らない住

民が多くいると指摘している。また奥村、塚井ら 2)は、

情報を得ることができても避難を開始しない原因のひと

つとして防災情報の複雑化によって住民が正しく情報を

理解できていないことを挙げている。 

 そこで本研究では洪水に対する防災意識調査を通して、

避難情報を「避難してください」、「避難する準備をし

てください」のような「やさしい」日本語で表現するこ

とにより住民が感じる切迫度がどのように変化するかを

考察する。更に「避難してください」を「避難しなさ

い」のように、これらを命令形で伝えることによって違

いが生まれるかについても調査する。 

 

2. 防災情報の現状 

 内閣府（防災担当）「避難勧告等に関するガイドライ

ンの改定」3)によると、気象や土砂，洪水等の災害に関

する情報と住民が取るべき行動が五段階（警戒レベル 1

～5）に分けられている。そのなかでレベル 3 に取るべ

き行動は「高齢者等は避難、他の住民は準備」であり、

住民には「避難準備・高齢者等避難開始」として伝えら

れる。レベル 4 で取るべき行動は「避難」であり住民に

は「避難勧告」、緊急の場合には「避難指示」として伝

えられる。このようにレベル 4 では、同一のレベルに二

種類の避難行動を促す意図の情報が含まれていることに

より混乱を招く可能性がある。 

 避難準備、避難勧告、避難指示のような言葉は簡潔に

短い言葉で意味を伝えるという点では適していると考え

られる一方で、どのような行動を取るべきかを想像しに

くい点が危惧される。 

 2018 年の西日本豪雨で多くの犠牲者が出た岡山、広

島、愛媛 3 県のうち、避難指示に対し実際に避難した住

民の数が分かる 17 市町の平均の避難率は、4.6％にとど

まったことが共同通信の調査から分かっており、これは

避難情報を住民が正しく理解できなかったことが原因と

されている 4)。 

 専門家でない住民や子供に伝えるためにもより「やさ

しい」日本語を使うべきである。 

 

 

3. アンケート概要 

 本研究で実施するアンケートの調査項目（設問数）は、 

・水害経験（Q1～Q3） 

・水害対策と避難行動（Q4～Q6） 

・ハザードマップ（Q7～Q10） 

・防災情報（Q11～Q14） 

である。対象地域は札幌と名古屋として、インターネッ

ト調査を実施した（2019 年 3 月）。回答数をそれぞれ

の地域で 150 人として、計 324 人（有効回答数：162 人

/地域）から回答を得た。 

 

4.アンケート結果と考察 

 本論文では紙面の都合上、防災情報に関する質問

（Q11～Q14）のみを扱う。 

4.1 住民の避難のきっかけになるもの：Q11 

 Q11 では避難を決断するきっかけになる情報として

21 個の選択肢を与えている（複数回答可）。その結果

1.家族や友人、周囲の人から避難を促された 

2.役場の人に、直接、避難を促された  3.周囲の人が避難しだした 

4.「バケツをひっくり返したような雨」（激しい雨）が降ってきた 

5.家の周囲まで水がきた（浸水しそうだと感じた） 

6.川を見に行って、いまにも氾濫しそうだと感じた 

7.停電や断水で、自宅での生活が難しくなった 

8.停電などで情報が得られなくなった 

9.避難勧告  10.避難準備・高齢者等避難開始  11.避難指示 

12.記録的短時間大雨情報  13.大雨や洪水に関する注意報 

14.大雨や洪水に関する警報  15.大雨特別警報 

16.○○川はん濫発生情報   17.○○川はん濫注意情報 

18.○○川はん濫警戒情報   19.○○川はん濫危険情報 

20.その他  21.特にない（避難しない） 

 
図-1 避難のきっかけになるものと回答数 
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を図-1 に示す。 

 9.「避難勧告」と 11.「避難指示」は札幌と名古屋で

ともに多くの人が重要視していることが分かる。また両

地域ともに 1.「家族や友人、周囲の人から避難を促され

た」、3.「周囲の人が避難しだした」という項目の回答

数はかなり多くなっており、周囲の人の行動が住民の避

難行動に大きな影響力を持っていることが分かる。 

 5.「家の周囲まで水が来た」、7.「停電や断水で自宅

での生活が難しくなった」の回答もかなり多くなってい

る。このことから自身の身や生活に影響が出ると感じら

れるようになって避難を決意する人も含まれるようだ。

このような状況になる前に避難を開始していることが望

ましい。 

4.2 住民の避難情報に対する理解：Q12 

 Q12 では避難勧告、避難準備、避難指示それぞれの言

葉を聞いて感じる切迫度を 0～-10 の数字で表してもら

っている。0 は「平常時のような安全な状況」、-10 は

「命にかかわる危険な状況」として、数字が小さくなる

ほど切迫度が大きくなる。結果を表-1 にまとめる。な

お、E1、E2、E3 は、それぞれ避難勧告、避難準備、避

難指示を表す。 

 この結果をみると、避難準備 E2、避難勧告 E1、避難

指 E3 の適切な順番で切迫度を答えた住民は札幌で 162

人中 12 人、名古屋では 162 人中 14 人とになった。この

ようにそれぞれの言葉に異なる切迫度を感じ，その順序

が適切な人は全体の 8%ほどと大変少ないことが分かる。 

4.3. どの避難情報で避難を開始するか：Q12～Q14 

 Q13 では避難情報（準備・勧告・指示）に関する表現

を「やさしい」日本語化した「○○してください」と、

これらの命令形「○○しなさい」とすることで、どれだ

けの切迫度感じるかを回答してもらった。また Q14 で

はどれだけの切迫度を感じると避難を開始するかを回答

してもらった。 

 ここで Q12、Q13 の回答と Q14 の回答を比較するこ

とで、どの避難情報を受けた時に避難を開始するかをま

とめる。なお Q12、Q13 のそれぞれの避難情報を受けて

感じた切迫度が Q14 の避難を開始する切迫度以下にな

っている場合をカウントし、避難情報ごとにその数をま

とめる。結果は表-2 のようになる。 

 避難指示、避難勧告を、「すぐ逃げてください」「逃

げてください」のように「やさしい」日本語で表現する

ことで避難を始めると答えた人が大幅に増えたことが分

かる。さらに「逃げなさい」、「すぐ逃げなさい」のよ

うに命令形で伝える方が切迫度を高く感じる人が多いこ

とも分かった。 

 以上の結果から「やさしい」日本語で避難情報を伝え

ること、命令形で伝えることでより多くの人に危険な状

況を把握してもらうことが出来るものと考えられる。 

 

5. おわりに 

 調査結果から避難勧告・避難準備・避難指示の違いを

正しく理解できていない人が多いことが分かった。 

 また「避難してください」、「すぐ避難してくださ

い」のような「やさしい」日本語を使うことでより多く

の人に避難情報を理解してもらうことができることが分

かった。より多くの人に避難情報を正しく理解してもら

うためにも伝達する情報を変えていく必要がある。 
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表-１ 住民の避難情報に対する認識 

順  番 札幌（人） 名古屋（人） 

E1＜E2＜E3 54 66 

E1＜E3＜E2 1 6 

E2＜E1＜E3 12 14 

E2＜E3＜E1 5 6 

E3＜E1＜E2 0 0 

E3＜E2＜E1 24 15 

E1＝E2＝E3 25 13 

E1＜E2＝E3 9 4 

E1＞E2＝E3 8 5 

E1＝E2＜E3 11 20 

E1＝E2＞E3 4 4 

E1＝E3＜E2 2 2 

E1＝E3＞E2 7 7 

表-2 それぞれの避難情報で避難する人数 

情  報 
札幌

（人） 

名古屋

(人) 

避難勧告 61 37 

避難準備 58 44 

避難指示 99 101 

逃げてください 79 70 

逃げなさい 115 97 

逃げる準備をしてください 38 33 

逃げる準備をしなさい 48 43 

すぐ逃げてください 137 127 

すぐ逃げなさい 140 138 
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